
地域包括支援センターの業務評価表について

（１）目的 （１）業務評価票の見方

（２）評価期間について １　運営全体に関するもの
当該年度の概ね１年間とする。 ２　総合相談支援業務
（令和２年４月から令和３年２月） ３　権利擁護業務

４　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務
（３）自己評価時期 ５　介護予防ケアマネジメント

当該年度末とする。 ６　その他

（４）外部評価機関
茨木市地域包括支援センター運営協議会

（２）記入者

（１）評価手順
①

② 地域包括支援センターは、実施した自己評価を集約し、市へ提出する。
③ 市は、提出のあった自己評価内容について点検、分析し、市の評価を行う。
④
⑤

（３）記入の仕方
各評価項目について、評価数値の記入方法は以下のとおりです。

（２）公表について
⑥ 市は、評価結果をホームページ等で市民に公表する。

評価項目を満たす数に応じて、配点します。
ただし、Ⅱの5組織・運営体制の充実（1）
①人体体制については例外です。

市は、評価をまとめ、地域包括支援センター運営協議会に報告する。
地域包括支援センター運営協議会において、自己評価、市の評価の結果につ
いて評価、改善策等の意見をいただく。

評価数値の記入方法

評価のしくみについて 基 本 的 な 考 え 方

地域包括支援センターの運営や活動を一定の基準に基づいて評価し、その結果
を活かしてより良い運営・活動に向けた取組みを推進することを目的に、茨木市独
自評価を導入する。

本評価票は、職種に関わらずセンター職員全員で検討し、総合判断のうえ
記入することを基本としています。
各項目について、三職種それぞれの立場から評価することがチームアプ
ローチを基本とするセンターの運営の評価において必要と考えられるから
です。
ただし、Ⅰ、Ⅱの運営全体に関するものについてはセンター長が判断し、
記入してください。運営全体に関するものについては、公正・中立性の確
保や人材育成などの運営管理に責任を持つものが評価することが適切と考
えられるからです。

評 価 の 手 順

地域包括支援センターは、「地域包括支援センター業務評価票」に沿って、
全職員により全項目について、自己評価を実施する。

市民

地域包括支援センター
運営協議会

市

③点検、分析、評価

②提出

④報告

⑤意見

⑥公表

地域包括支援センター

①自己評価

資料４



令和２年度地域包括支援センター業務評価表

運営方針に基づいた適切な実施 市が定める運営方針の内容に沿って、ｾﾝﾀｰの事業計画を策定している。
事業計画の作成はｾﾝﾀｰ内で協議して作成し、全職員が運営方針及び事
業計画を理解している。

PDCAｻｲｸﾙを活用した運営を行い、市の支援・指導の内容により、逐次、
業務改善を図っている。

1 基本視点の設定

(1) 公益性の視点 受託法人の組織体制から独立した組織体制になっている。
ｾﾝﾀｰの運営費用は、市民の負担する介護保険料や公費によって、賄わ
れていることを十分理解し、適切な事業運営を行っている。

「公益的な機関」として、全職員が認識し公正で中立性を確保することが
できている。

(2) 地域性の視点 担当圏域の地域特性や実情を把握している。
地域住民や関係団体、ｻｰﾋﾞｽ利用者、介護事業所等のﾆｰｽﾞを汲み上げ、
日々の活動に反映させている。

地域が抱える課題を把握し、解決に向けて積極的に取り組んでいる。

(3) 協働性の視点
職員相互が情報共有し、連携・協働の体制を構築し、業務全体をﾁｰﾑとし
て支えている。

地域の介護・保健・福祉・医療等の専門職と連携を図りながら活動してい
る。

民生委員・児童委員等の地域の関係者と連携を図りながら活動している。

2 個人情報の保護

(1) 守秘義務とプライバシーの保護
関係法令やｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等を遵守し、職員全員が個人情報保護の理解をして
いる。

関係機関との連携において、個人情報をやりとりする場合がある場合は、
あらかじめ利用者に説明し、同意を得ている。

個人情報を厳正に取扱い、その保護に遺漏が無いように努めている。

(2) 情報管理の徹底（セキュリティ管理）
休日や夜間においては事務所に鍵がかけられる等、職員以外が入れな
い環境と個人情報は鍵が付くﾛｯｶｰや引き出しに保管できている。

地域包括支援ｾﾝﾀｰ運営支援ｼｽﾃﾑ関連の情報管理が徹底できている。
（USB管理台帳の管理等）

地域ｹｱ会議等の会議においても、情報管理を徹底している。

3 利用者満足の向上

(1) 相談受付時の対応
相談者が安心して相談できるよう、ﾌﾟﾗｲﾊﾞｼｰが確保される環境（相談室が
事務所と別室、又はﾊﾟｰﾃｰｼｮﾝ等で明確に区分されている等）を整備して
いる。

相談者の不安に対して、適切に対応する等により、信頼関係の構築に努
めている。また、誰が、どのような課題を抱えているのか、現在の状況、今
後の意向等について正確に把握している。

緊急性を判断し、対応方針をﾁｰﾑで検討している。

(2) 苦情の受付と対応（指定介護予防支援業務） 第三者委員、責任者･担当者の設置及び掲示がされている。 分かりやすい場所に掲示し、利用者にも説明ができている。 全職員が理解し、適切な苦情対応ができている。

(3) 夜間・休日における対応
緊急時の対応等の場合を想定し、夜間や休日であっても、連絡が取れる
体制が整備されている。

全職員が緊急時の対応の流れについて理解している。 緊急時の対応が必要な場合は、法人の協力体制もある。

(4) 地域住民への情報提供 事務所入り口等にｾﾝﾀｰの看板等が分かりやすく表示されている。
介護事業所、医療機関等の関係機関に出向いてﾁﾗｼ等の配布など、ｾﾝ
ﾀｰの周知を行っている。

地域住民の集まる場等に出向いてﾁﾗｼ等の配布など、ｾﾝﾀｰの周知を行っ
ている。

4 関係者との連携強化

市及び他のセンターとの連携、広域的・広範囲な連携
市や他のｾﾝﾀｰとの連携・協力に努めており、業務の取り組み状況や事故
等発生時は市に報告している。

業務の引継ぎ時には、すみやかに情報共有や同行訪問をする等、ｾﾝﾀｰ
間で連携することができている。

広域的、広範な連携のための会議等に参加し、意見交換ができている。

5 組織・運営体制の充実

(1) ① 人員体制　※この項目は該当する評価項目の（）の点数とする。 通年、守られている。（3） 概ね守られている。（2） ３か月以上の欠員がある。（1）

② 人材育成システム
全職員に対して、ｾﾝﾀｰまたは受託法人が職場での仕事を離れての研修
（Off-JT）を実施している。

全職員が偏りなく内部・外部研修に参加することができている。
研修のﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ、情報・研修資料の回覧による情報共有など、センター
職員の資質向上の取組を適切に行っている。

(2) リスクマネジメント（対応マニュアル）
苦情発生、事故発生、個人情報漏洩、ﾋﾔﾘﾊｯﾄ等への対処に関するﾏﾆｭｱ
ﾙ等を整備し、全職員が内容を理解している。

苦情対応等の体制を整備し、ﾏﾆｭｱﾙ等に従って対応し、苦情内容や苦情
への対応策について記録をつけ、法人及び市へ報告をしている。

苦情等の内容や対応策についてｾﾝﾀｰ内で共有し、予防策について検討
している。

(3) 三職種のチームアプローチ 各専門職の専門性を相互に活用している。
個別事例に関して、個人で判断するのではなく、ﾁｰﾑで協議のうえ、判断
している。

個別事例に関して、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ等を兼ねて進捗管理を図るための情報共有
が図られている。

1 総合相談支援業務

(1) 総合相談
支援を行うために、対象者や必要であれば対象者以外（家族、民生委員
等）から情報を収集・整理・分析することにより、課題を明確に把握してい
る。

本人の課題とその要因、緊急性など、あらゆる視点から多面的に課題と
背景を理解するように努めている。

継続的な支援が必要な場合は、ｾﾝﾀｰ以外の支援機関やｲﾝﾌｫｰﾏﾙな社
会資源を把握し、必要に応じて支援を引き継ぐことができる。

(2) 地域包括支援ネットワークの構築
地域にある社会資源や地域における関係機関・関係者のﾈｯﾄﾜｰｸについ
て、ﾘｽﾄ化する等により把握ができている。

地域におけるﾈｯﾄﾜｰｸ会議等へ参加し、情報交換を積極的に行っている。 構築した地域におけるﾈｯﾄﾜｰｸの維持及びﾈｯﾄﾜｰｸの拡充ができている。

(3) 実態把握
地域の高齢者の実態を把握するために調査を行うなど、高齢者の潜在的
なニーズの把握にあたっている。

地域住民や関係機関等からの聴取等により、個別ニーズを把握し、分析
している。

地域にどのような傾向や課題があるのか把握し、分析・活用している。（地
域課題）

運営方針 点検・評価視点 評価項目（評価項目を満たす数に応じて配点します。）　※一部例外あり

Ⅰ．運営方針の策定趣旨

Ⅱ．運営上の基本的考え方

Ⅲ．令和２年度における業務推進の指針

評価



令和２年度地域包括支援センター業務評価表

運営方針 点検・評価視点 評価項目（評価項目を満たす数に応じて配点します。）　※一部例外あり評価

2 権利擁護業務

(1) ①
高齢者虐待の防止・対応
(高齢者の安全の確認、通報又は届出に係る事実確認)

全職員が高齢者虐待および高齢者虐待を疑われる事例への対応の流れ
を理解している。

初動期での事実確認において、高齢者の安全確認や客観的な情報を意
識的に収集できている。

高齢者虐待への対応にあたっては、センター内の多職種で共有・協議の
上（必要に応じて市と協議）、対応しその進捗状況を適宜、市に報告を
行っている。

②
高齢者虐待の防止・対応
(高齢者及び養護者に対する相談、指導及び助言、養護者の負担軽減）

全職員が高齢者虐待防止法に関する制度を理解している。 虐待の防止や対応にあたり、状況に応じた指導及び助言ができている。
高齢者虐待への対応にあたっては、養護者の負担軽減の視点から意向
を確認し、状況に応じて適切な支援をしている。（支援機関に繋げる。）

③
高齢者虐待の防止・対応
(地域のﾈｯﾄﾜｰｸを活用した、虐待の防止、早期発見及び対応、ﾚﾋﾞｭｰ会議)

高齢者虐待防止に関する情報共有、議論及び報告等を行う会議（レ
ビュー会議）において、共通の課題や地域課題について検討している。

関係機関に対して、高齢者虐待防止・対応に向けた連携強化の取組を
行っている。

地域住民に対して、高齢者虐待防止に向けた普及啓発の取組を行ってい
る。※虐待防止がﾒｲﾝﾃｰﾏでなくても、その内容が盛り込まれていれば良
い。

(2)
老人福祉施設等への措置の支援(措置に係る市との連携）
※措置を提言した事例が無い場合は、措置に関する理解度をもって評価す
る。

老人福祉施設等への措置をするにあたる要素等を理解している。
老人福祉施設等への措置にあたり、客観的な情報を意識的に収集できて
いる。

老人福祉施設等への措置にあたり、様々な要素を総合的に勘案し、市に
提言している。

(3) 困難事例への対応（相談、指導及び助言）
困難事例への対応にあたっては、ｾﾝﾀｰ内の多職種で共有・協議の上、対
応している。

事例によっては、適切な関係機関と連携して対応している。
地域ケア会議の事例として取り上げる等、多機関・多職種で共有・検討す
る場を設けている。

(4)
成年後見制度の活用促進
(広報活動、相談、指導及び助言、関係機関との連携)

全職員が成年後見制度及び利用に至る流れを理解している。
成年後見制度利用につなげる支援をするにあたり、医療機関や後見人を
推薦できる団体等との連携や高齢者の判断能力の状況等必要な情報を
把握している。

地域住民や関係機関に対して、研修等を開催し、普及啓発を行っている。
※成年後見制度がﾒｲﾝﾃｰﾏでなくても、その内容が盛り込まれていれば良
い。

(5)
消費者被害の防止
(広報活動、相談、指導及び助言、関係機関との連携)

消費者被害を発見した場合には、警察等に届け出るとともに、消費生活ｾ
ﾝﾀｰや利用者、地域の民生委員、介護事業所等に情報提供している。

消費者被害に関し、ｾﾝﾀｰが受けた相談内容について、消費生活ｾﾝﾀｰ及
び警察等と連携の上、必要な助言等ができている。

地域住民や関係機関に対して、ﾁﾗｼ等の配布など、消費者被害防止に向
けた普及啓発を行っている。

3 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

(1) ① 地域ケア会議の実施
地域ｹｱ会議実施要領及び地域ｹｱ会議ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等に基づき実施できてい
る。

3回以上実施できている。 6回以上実施できている。

② 地域ケア会議の実施（介護予防ケアマネジメントの強化）
多職種と連携して、自立支援・重度化防止等に資する観点から個別事例
の検討を行い、対応策を講じている。

地域ｹｱ会議で検討した個別事例について、その後の変化等をﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞし
ている。

地域ｹｱ会議において、地域課題に関して検討している。

(2) 包括的・継続的ケアマネジメントの環境整備 関係機関や多職種による意見交換の場を設けている。
医療機関や介護事業所を訪問し、連携協働体制を得られやすいような働
きかけを行っている。

ﾌｫｰﾏﾙ・ｲﾝﾌｫｰﾏﾙｻｰﾋﾞｽに関わらず、地域資源となる場所を訪問し、顔と
顔の見える関係づくりを行っている。

(3) 介護支援専門員等へのサポート
研修会や事例検討会等の開催により、介護支援専門員の実践力向上の
支援を行っている。

介護支援専門員からの困難事例の相談に適切な助言等を行い、必要に
応じて同行訪問等を行っている。

介護支援専門員からの困難事例の相談に対して指導・助言で留めること
なく、その後の支援経過を確認するなどﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸを行い、成果を共有し
ている。

4 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務

(1) ケアマネジメントによる自立支援
ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの基本的な流れで実施し、自立支援型ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄができてい
る。

対象者が実現可能な目標を設定している。
対象者の意欲を引き出し、自主的に介護予防の取り組みが行えるよう支
援している。

(2) 地域資源の活用
地域の多様な社会資源を対象者のニーズに応じて積極的に活用し「活
動」と「目標」をケアプランに位置付けている。

多様な地域の社会資源の活用について、対象者に説明をしている。 多様な地域の社会資源について把握している。

(3) ① 介護予防手帳（みんなで元気編）
利用者本人の身体状況や目標達成の確認など、自己管理に役立てるよう
積極的に活用している。

委託先に対して活用の目的、方法等について、普及・啓発している。 地域住民に対して活用の目的、方法等について、普及・啓発している。

② 介護予防手帳（みんなで連携編）
利用者本人、家族と主治医や介護サービス事業者との情報共有に役立て
るよう積極的に活用している。

委託先に対して活用の目的、方法等について、普及・啓発している。 地域住民に対して活用の目的、方法等について、普及・啓発している。

(4) 公平性・中立性の確保 委託する場合は、対象者への十分な説明はできている。 委託した場合は、台帳への記録及び進行管理を行っている。 委託先における同一法人性の偏りが前年度と同程度である。

5 その他の業務

(1) 介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業
訪問型ｻｰﾋﾞｽ、通所型ｻｰﾋﾞｽ、その他の生活支援ｻｰﾋﾞｽ、介護予防普及
啓発事業等をよく理解し、普及・啓発ができている。

事業を積極的に活用している。

(2) 在宅医療・介護連携推進事業
在宅医療・介護連携推進事業をよく理解し、在宅医療と介護の連携強化
のために取り組んでいる。

(3) 認知症総合支援事業
認知症高齢者やその家族を支えるため、認知症初期集中支援ﾁｰﾑや認
知症地域支援推進員等の関係機関と連携を図りながら効果的な支援を
行っている。

認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ養成講座を積極的に開催する等、認知症に対する正しい
知識の普及等を行っている。

(4) 生活支援サービスの体制整備
事業をよく理解し、地域課題の解決等に向けて生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰと連
携して取り組んでいる。

合計 /111

100点満点 0 /100


